
 
 

 

 

 

 6 月に開かれた鹿児島市議会第 2 回定例会では、これまで市営住宅の退去時の原状回復費用が

他の中核市と比べても高すぎる問題を取り上げ、市当局は令和 7年 4 月から壁面塗装を全部から

部分塗装に見直しましたが、さらなる負担軽減を求めて質疑を行いました。 

 平成 29年の民法改正で通常使用に

よる損耗や経年変化の修繕費（畳・ふす

ま・壁面）は入居者負担にしないことを

原則としたことから、国土交通省も「原

状回復をめぐるトラブルとガイドライン」

を策定しましたが、公営住宅は条例や内

規で定めるいわゆる「特約」で運用し、

ガイドラインが適用されないと国が通知

を出しています。 

 しかし、原状回復費用の徴収金額表

などを公開している京都市では、畳や

ふすま、壁面は経年劣化を踏まえて

15年以上居住した場合に、入居者に負担を求めていないことが分かりました（右図）。これは国の

通知の示されている「民法に明文化されたことの影響の大きさを十分考慮」を踏まえた対応です。 

 

 一方で、本市の市営住宅に39年

居住し、今年 4 月に原状回復費用

約 31 万 5 千円を支払って退去さ

れた方の実際の領収書（左図）を

示し、京都市であれば畳やふすま

などで約 16万 5千円は負担しな

くても良かった可能性があると厳し

く指摘し、見直しを求めたところ、建

設局長は「他都市を調査し、必要

に応じて見直す。」と答弁しました。 
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